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フランス第二帝制下の対日外交政策
一日仏修好通商条約の締結をめぐって一

野村啓介

筆者は、第二帝制期フランス外務省による対日外交(とりわけ政策形成や対日接近など)にか

かわる諸問題に関心をもつが、その背景には、当該期の日仏外交史に関して、フランス本国の外

交制度にあまり関心がはらわれてこなかったという研究史的事情がある。

まずナポレオン 3 世の外交政策についていえば、研究者の評価はまちまちであり、「積極的外交」

と肯定的に評価されたり、「ナシオナリテ(国民主義)政策 po1itique des nationa1itésJ と特徴づけ

られる一方で、、ルヌヴアンのように外交政策の一貫性のなきゃ理念的混乱を指摘する研究者もあ

る(J)。要するに、ナポレオン 3 世の外交政策にはつかみどころがないというのが実状であろう。

しかし帝制外交における外務省の位置づけとなると、皇帝による外交の道具としてしか存在しな

かったという従属的性格のもとに理解される傾向が依然として根強い。すなわち、ナポレオン 3

世の外交を特徴づけるのは外務省役人に対する不信感と独裁的な傾向であって、帝制外交の成否

がひとえに皇帝ひとりに負う、というにわかには信じがたい所説である (2)。いいかえれば、皇

帝独裁の側面は、対内関係においてのみならず、外交の領域においても発揮されていたというわ

けである。これらの諸研究に共通するのは、帝制外交に関する評価がすぐれて対ヨーロッパ外交

との関係においてなされてきたということであり、そうした視点にたっかぎりわれわれはフラン

ス第二帝制の極東政策どころか対アジア外交さえもうまく説明できそうにない。したがって対日

外交についても、帝制外交の特質を探る目的のために着目されることがないのはいうまでもない。

日仏外交史研究にかぎっていえば、欧米では、シムズが明治維新期に重点をおき、フランスの

対日政策を時系列的におっていくスタイルの歴史記述を公表する (3)。時期をもっとさかのぼると、

めぼしい業績はメッズィーニ、リーマンくらいしかなさそうである (4)。いずれも、その中心的

な視点は駐日外交代表の思想と行動、およびその対幕姿勢にある (5)。近年ではコルナイユの意

欲的労作があるが、条約締結後の事情については詳しいものの、それ以前の経緯にはあまり言及

しない (6)。わが国では、まず大塚武松や石井孝などが、当該期の日仏外交関係について先駆的

研究をおこなった (7)。このうち石井は、幕末開国期に欧米列強の対日政策を指導したのがイギ

リスであるとし、フランス(ないしロッシュ公使)の対日政策を過大評価すべきでないと主張す

る (8) 。

いずれにも共通するのは、本国外務当局の動向への言及が駐日外交代表にかかわるかぎりにお

いてなされ、そしてとりわけヨーロッパ列強との関係について、もっぱらイギリスを重視する傾

向が一般的だということである。たとえフランスに着目されることがあるとしても、幕末にみら

れた英仏公使の対立をもって英仏関係が論じられるきらいもある。この延長線上において、日仏

修好通商条約が日米・日英両条約のひきうつしにすぎないとする側面が強調されがちになったも

のと考えられる。たとえば大塚は日米、日英などについては詳細に言及するものの、日仏条約に

ついては日米条約に準拠したものと指摘するのみで、日仏外交関係が中心的な分析対象になるこ
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とはない (9)。石井は、安政の五カ国条約(=米・蘭・露・英・仏)のうち日英条約が「もっと

も整備されたもの」として、日仏条約の締結プロセスを顧みない (10)。彼が英仏対抗の側面を強

調すべきでないとする点は筆者と同一ながら、フランスが自由貿易主義の時代にあってイギリス

の指導のもとにあったとするからである (11)。同じように、三谷も日米条約を五カ国条約の雛形

としてとらえる点で同ーの思考枠組にあるが、日仏条約そのものは考察対象としない (12) 。

英米(とくにイギリス)と比較してフランスの対日政策が消極的外観をともなうことは否めな

いが、その原因はいくつかあげることができる。そのうちのひとつは、ナポレオン 3 世の対英協

調路線である。じっさいフランス本国から日本駐在の外交代表宛訓令では、イギリスとの共同歩

調を優先するようにという外相指示がめだっ。また、フランスの動向が後手に回った印象をあた

えることも大きい。フランスが日本との国交を樹立したのは、アメリカやイギリスよりやや遅れ、

ょうやく中国での軍事行動がひと段落したのちのことにすぎないからである。

たしかに、国力差の関係からイギリスと共同歩調をとらざるをえない面は否定できないが、そ

の一方で、対英協調の濃淡はヨーロッパ情勢の変動に左右されるがゆえに一様のままではありえ

ない。くわえてフランスの動向には、クリミア戦争にともなう対露政策も深くかかわっており、

この文脈で日本も戦略的に無視できない位置づけにあったことはまちがいなく、ひとえに対英追

従とばかりはいえそうにない側面も十分に想定しうる。

ところで、そもそもアジア地域に進出してきた西欧列強にとって、訪れる先はいずれも未知の

異文化世界であり、その外交交渉はまさしく異文化との接触の連続であった。そのとき、きわめ

て現実的な対応をせまられるのは、異文化接触の最前線にたつ外交官である。ここにこそ、筆者

が冒頭に記したフランス本国の外交制度に着目する最大の理由がある。さしあたり本稿は、この

外交スタッフの問題にとりくむにあたり、外交折衝の局面において相手国と直接的に対峠するこ

とになる通訳の問題に注目してみたい。それは必然的に、外交交渉における言語の問題にも直結

するであろう。

その際、従来の日仏外交史記述においてイギリスの陰に埋没していたオランダの役割を浮かび、

あがらせることもめざしたい。ここで筆者がオランダとの外交関係に着目する理由は、第一に、

長年にわたる対日関係の実績をもっオランダが情報、ノウハウなどの点で、フランスにとって利

用価値のある存在でありえたということである。実際にオランダが西欧列強の対日交渉において

一定の役割をはたしていたことは、すでに先行研究において確認されている (13)。第二に、すで

にイギリスとの関係については多くの研究があり、筆者が屋上屋を架す必要がないということで

ある。

以上により本稿では、フランス外交の対日接近に焦点をあわせ、その自律的ないし主体的な側

面がどのように発揮されたか、あるいはされようとしたかという側面に迫ることによって、列強

の対日進出史におけるフランス固有の対外政策を探り、単なるイギリス追随とはいえない側面を

照射したい。この意味で本稿は、対欧関係に偏っていた帝制外交の歴史記述を是正することに寄

与するための初動捜査の一環として位置づけられる。

なお本稿は、従来の日仏関係史研究が看過したフランス外交当局の動向を中心に帝国政府の対

日接近にアプローチするため、条約テクスト、外務省内の検討文書、在外代表の本国宛報告書な

ど、フランス外交史料館所蔵の各種史料を使用する(14) 。
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第 1 章 第二帝制期までのフランス極東政策と対日進出の経緯

フランスは、コルベール主義の名で知られる重商主義政策の時代から、イギリスと競合しつつ

海外進出を強化するとともに、少なからぬ植民地を獲得していき、大革命期までには、インドの

ほかブルボン島(のちのレユニオン島)をはじめインド洋へと触手をのばしていった。この海外

進出の傾向は、大革命後にもかわることなく継続され、極東地域への接近はもはや時間の問題だ、っ

た (]5) 。

1840 年以前の極東地域は、当地のさまざまな貿易規制によって、ヨーロッパ商業にとってまっ

たくといってよいほど聞かれておらず、ましてや区か長諸国との外交関係は皆無だ、った。中国では、

1830 年までにイギリス人をはじめヨーロッパ人の商館がマカオを拠点に設立されはしたが、現

地での取51 は交易独占権をもっ公行の仲介によらねばならなかった。ましてや日本では厳格な「鎖

国」体制がしかれ、 1825 年には異国船打払令がだされるほどだ、った(J6)。このような閉鎖状態の

突破口は、イギリスの主導によって聞かれた。 1834 年以降、イギリス政府は東インド会社から

貿易独占権をうばい、自由貿易方針のもと、清固に対して公行廃止を要求した。その後、 1840

年に勃発するアヘン戦争をへて南京条約がむすばれ (1842 年)、その翌年には虎門秦追加条約お

よび五港通商章程をもくわえて、欧米諸国に対する中国の開国が実現した。さらには、天津条約

(1858 年)、北京条約 (1860 年)をへて、清国は天津などの開港を追認し、公使の北京駐在をも

認めるにいたった (17)。こうして中国は、欧米諸国にとって「商業の黄金郷J (18) と称されるよ

うになっていったのである。

この過程において、外相ギゾ (Guizot) は極東地域に商業・軍事拠点をおくにあたり、中国そ

のものにではなく、「中華帝国の近郊J に定めることを明言していた(J9)。帝制期に入ると、た

とえばヴァレフスキ (Wa1ewski) 外相が 1855 年 11 月の時点で中国の海岸全域に出入りできるよ

うになることを望むとする発言をしたが (20)、サイゴンやカンボジアへの進出は、こうした帝制

当局の願望に合致するといえる。

第二帝制期には、フランスの植民地が三倍に増加したことに示されるとおり (30 万knlから 100

万凶に)、ヨーロッパ外への進出も着実に進められていった。アフリカでは、アルジエリア、セ

ネガル、チュニジアに植民をすすめ、 1869 年にはスエズ運河を開通させた。布教活動が先行し

たアジア、オセアニアへの進出については、アヘン戦争でイギリスに敗れた清固と黄塙条約 (1844

年)をむすび、イギリスと共同でアロー戦争 (1856 ~ 60 年)をへて北京を占領し中国での是場

を固めた。また、ヌヴェル・カレドニー占領 (1853 年)ののち、 1858 年にカトリック宣教師の

保護を名目に清国属領ベトナムに侵入し、翌年サイゴンを占領、 1863 年にカンボジアを保護領

とし、 1867 年には南ベトナムを保護領化した。

こうしてみてくると、武力を背景とした国交樹立が基本パターンとして定着していたかにみえ

るが、しかしそれは宗教的ないし商業的な利害がすでにあって、それを擁護する形での軍事行動

であったという面が強い。では日本の場合も同じことがいえるだろうか。たしかに、外観的には

との進出の経緯とだぶってみえてくる面もある。というのも、それまでフランスは、アヘン戦争

を主な契機として極東のみならず広くアジア・太平洋地域への進出を強化しており、日本への進

出はこうした動向の時系列的延長線上にあるからである。フランスはアジア地域にさらなる軍事

的・商業的拠点を獲得するなか，わが国とも 1858 年 10 月に修好通商条約(安政の五カ国条約)

を締結して外交関係を樹立した。これによりフランス帝国政府が わが国に常駐の外交代表を派

遣することとなったのは周知のとおりである (21)。
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それにもかかわらず、皇帝ナポレオン 3 世が議会での施政方針演説において「日本」の語を口

にするのは、ょうやく 1865 年のことにすぎない (22)。しかもそこで語られるのは、宗教的利害でも、

あるいはまた商業的利害でもなかった。他方において、帝国政府内部、すなわち皇帝と外交当局

とのあいだには一定のギャップがあったことになるが、これは外交当局の独走を意味するのだろ

うか。こうして、対日進出をめぐるフランス帝国政府の意図について新たな疑問がわいてきた。

このあたりの事情を明らかにするためにも、当時の外務省文書を丹念に読み解く必要がある。

第 2 章 帝制外交の基本的動向:皇帝政府と対日接近

第 1 節 フランス外交と宗教問題

フランスによる対外進出の過程では、すでに先行研究も指摘するように、カトリック教会との

協力関係から布教問題が無視できない比重を占めたことが注目される。すでに 17 世紀末には，

カトリック陣営からフランス政府に対し日本への布教を要望するうごきがみられたようであり、

そこで重要な役割を演じたのは外国宣教会 (Société des Missions étrangとres) である。同会は 1663

年に創立されたカトリック系布教団体で、 1830 年以降はマカオ駐留海軍と協力して布教活動を

展開した (23)。第二帝制期にはいると、皇帝ナポレオン 3 世に接近し、直接的に要望を伝えるな

どして、遅くとも 1855 年までにはインドシナ布教の強化にのりだしたとみられる (24) 。

日本には、 1840 年代にはいるころからフランス船の来航が増えた (1842 年の南京条約により

上海に租界) 0 1844 年 4 月(天保 15 年 3 月)には仏艦アルクメーヌ号 (Alcmène) が琉球に来航

してきたし、 2 年後(弘化 3 年)の 7 月にはセシユ(Jean-Baptiste Cecille) ひきいるインドシナ

艦隊が長崎に来航し、フランス人がはじめて日本本土を訪れることとなった。こうしたなか、外

国宣教会は 1854 年 8 月(その年 3 月に日米和親条約締結)には「今こそ日本開国のとき」だと

して日本進出を帝国政府に要望し、ナポレオン 3 世もまた外国宣教会の活動をささえた。 1855

年 4 月には、外国宣教会のジ、エラール (Gérard) 、メルメ・ド・カション (Mennet de Cachon) ら

が那覇に滞在し、日本語を習得した。

この宗教的側面は、軍事介入のきっかけともなりえた。中国のばあい、 1856 年に中国内地で

の布教中にシャプドゥレーヌ神父(Chapde\aine) が殺害された事件が対中介入の口実にされたし、

1866 年には徹底的な嬢夷政策をすすめる大院君の朝鮮でおこなわれたキリスト教弾圧に対して

遠征軍が派遣された(丙寅洋擾) (25) 。

では、対日関係においてはどうだろうか。 1857 年 5 月 16 日付グロ (Baron Gros) 宛の外相訓

令書には「キリスト教の光と健倖」を日本に拡大することがフランスの利害に属す、と記される。

しかし、そこには鉛筆書きで大きくパツ印がつけられており、 250 年前の失敗をくりかえさない

よう慎重に対日接近を試みるよう現地スタッフに指令が送られたことが目をひく (26)。この方針

は条約締結後にも変更されることなく、 1859 年 6 月 8 日付の外相訓令書により、駐日外交代表

としてこれから日本に着任しようとするデユシェヌ・ド・ベルクール (Duchesne de Bellecourt) 

に対して「政治的観点での観察者の役割のみ」に徹し、日本の「物質的、精神的、政治的状況」

についての情報を本国にもたらすこと、通商以外ではキリスト教布教の問題が重要で、あるが、あ

まり多くを求めではならぬ、との指示がなされた (27) 。

その一方で、カトリック教会を体制の重要な支持基盤とするナポレオン 3 世が、カトリック布

教をある程度重視していたことは、彼による議会での施政方針演説をみれば一目瞭然である。な

にしろ彼にとって、中国への進出は「世界の果てにおいて、わが国は文明とキリスト教の進展の
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ために、広大な帝国を開国させた」ことを意味したのだから (28)。したがって、外務当局の対日

方針は、日本に対する一定の配慮を示したものとみることができるだろう。このことはまた、政

策決定までに外務省内でかなり日本の歴史や事情を研究した形跡を物語るものでもあるといえよ

う (29) 。

第 2 節 オランダとの協力関係

ドゥルワン・ド・リュイス (Drouyn de Lhuys) 外相は、アメリカによる対日条約交渉のうごき

に関する報に接すると、在中国の外交代表に対してすぐさま日本との条約締結に着手するよう指

示をくだし (1854 年 3 月 6 日付外相書簡) (30)、クリミア開戦直後にも「通商と友好の関係」を

構築するためにできるだけ早期に条約を締結するよう催促した(同年 6 月 8 日付外相書簡) (3 1)。

その問、外務省担当部局からの外相宛報告書とみられる文書には、ロシアによる対日接近が失

敗したとの旨が報告されており、クリミア戦争中の敵国ロシアの動向を注視する姿勢がみられる

が、くわえてここには上の外相訓令が他の列強を横脱みしながらの姿勢であったことが示唆され

る (32) 。

ハーグ駐在のフランス外交代表からの報告が目だちはじめるのは、クリミア戦争中の 1855 年

ころからである。その年の 3 月には、オランダはいうにおよばず米・英・露の対日動向とともに、

オランダがそれら列強により日本に対しておこなわれた「すべての交渉について媒介的な役割を

はたした」ことが報告された (33) 0 1857 年 2 月には、オランダ王宮でのウイレム 3 世との会談内

容が報告されるが、それは同王が日本との条約交渉に力をいれていること、ならびにナポレオン

3 世に対して対日交渉にかかわる情報を提供する用意がある旨を表明したという内容である (34) 。

これに対するフランス外務省の対応はすばやく、その 2 週間後には、ナポレオン 3 世がウイレム

3 世の意向に「ことのほか感銘をうけ」、日蘭交渉の詳細な記録文書を要望した(35)。長崎のオラ

ンダ商館長クルティウス (Donker Curtius) の署名がはいった、日蘭条約の写しがフランス外務

省にもたらされたのはその後まもなくのことであるが (36)、これはオランダ政府の対日政策につ

いてハーグ駐在公使をつうじた情報収集を急いだ形跡、であると考えることができる。このように、

フランス政府はオランダから積極的に日本に関する情報収集をおこなっていたのである。

オランダはすでに、 1844 年 7 月に日本に対して開国勧告をおこなっていたが、イギリスの存

在を意識しつつ東インド貿易の再建を意図して、幕府の拒絶にもかかわらず対日国交樹立にむけ

て動いていた。ペリーの来航予定が事前に日本側に対して知らされたのもオランダを介してであ

る (37)。折から日本開国に力をそそいでいたオランダが、他の列強との協力関係を構築するにあ

たり、英・米やロシアなどよりもフランスを選んだ、理由は明らかでないが、もしかすると列強の

なかでフランスだけがいまだオランダの助力に頼っていなかったせいかもしれない。じじっ、在

仏オランダ公使からのものとみられる 1857 年 3 月 9 日付の外相宛書簡では、英・露・米による

条約締結にオランダの役割が大きかったこと、これにはオランダ政府がつとに日本政府に対して

開国と列強との通商のメリットを説いてきた経緯が大きかった旨の報告がなされる (38) 。

以上は政府間関係のレベルであるが、外務省文書にはオランダとの関係が民間商人によって形

づくられていた形跡もある。それは、長崎のオランダ商館に出入りしていたとみられるデルプ

ラ (Delprat) なるフランス商人が、外務省政治局南欧課長 (sous-directeur du Midi)フォジ、エー

ル (Armand Faugère) にあてた書簡によって知ることができる (39) 0 1854 年 11 月の日付をもっこ

の書簡は、「…日本人には、ナポレオンの名とその偉大な治世はよく知られています。現在フラ
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ンスの頂点にあるこの名は、かならずや彼らの考えに大きな影響力を発揮するはずです…J (40) 

と述べ、積極的な対日進出を進言する。なお、 1857 年 5 月付の大臣宛報告に付随して事務方か

ら送られた対日外交計画メモには、 17 世紀のイエズス会による布教活動とそれがこうむった迫

害をふまえ、日本との条約交渉にあたって宗教問題を強行すべきでないとして前節と同様の意見

が上申されているが、この上申者はフォジ、エールであり、その考えが「オランダ商業の請負人と

して日本に 4 年間滞在したフランス人J の助言にしたがうものであるとの記述が残っている (41) 。

上の経緯から、このフランス人とはデルプラのことではないかと考えられるが、だとすればフラ

ンス外務省は間接的にではあれオランダ(商館)をつうじて情報を収集し、実践しようとしてい

たことになる。

第 3 節外務省の主導性と皇帝の意向をめぐって

対日外交において、皇帝ナポレオン 3 世がいかなる関与をみせたかという問題は、従来ほとん

ど正面から論及されたことがなかったといってよい。それは史料不足の問題もさることながら、

先行研究にみられたように、日本国内の政情への関心という視角からフランス本国の動向をなが

める姿勢に起因するのかもしれない。しかし筆者は、以下に述べるとおり、仏外務省史料を読ん

でいくうちに皇帝の関与についてある程度のことがいえそうだという感触をもつようになった。

長らく外務官僚として本省に勤務したデプレは、 1855 年から 66 年まで政治局欧州課長、つい

で 70 年まで政治局長を歴任するなか、省内事情に関するメモワールを残している。彼は、外務

省に皇帝から直接的に指示がくだされたことはなく、「最大限の自由裁量J が保証されていたと

証言する (42)。とはいうものの、外交政策のすべてが外務官僚によってとりしきられたとも考え

にくい。そこで，第二帝制期の外務省に関する本格的な研究を公表した外交史家ブリュレの分析

を参照すれば、とりわけ帝制前半期において外交の決定事項は皇帝と大臣個人とのあいだ、でもた

れた個別会合において合意される傾向にあったが、このことがデプレの証言するような状況と矛

盾するわけではなく、皇帝の間接的な関与を否定することはできないとされる (43)。筆者は、た

だちにこれを対日政策について一般化するものではないけれども、これを覆すに十分な史料的根

拠がない現在、ブリユレの見解に基本的には同意する。すなわち、筆者は少なくとも対日外交は、

皇帝と外務当局の合作ではないかと考えている。

じじっ外務省内での政策立案は、ナポレオン 3 世のあたえた大枠の方向性にそってすすめられ

たとみられる。たとえばクリミア開戦直後には、「通商と友好の関係J を構築すべく、できるか

ぎり早期に条約締結を実現するよう指示がくだされたが、この背景にはナポレオン 3 世の意向が

作用していた気配が感じられる(判 o 1857 年 2 月段階でオランダの対日外交にかかわるナポレオ

ン 3 世の関心にもみられたが(既述)、その直後にはたとえば外相からグロ全権にあてられた指

示書により、皇帝の意図が「まったき友好的な性格にもとづく」しかたで対日条約交渉をすすめ

ることであるがゆえに、軍事力の不使用を前提として「好意的・平和的開国の印象」のみを示

すよう指示された (45)。さらに 1858 年 3 月には、贈物選定に際して「まずもって友好的な性格J

を示すべきとの結論が省内で固まったもょうである (46)。これらの文書は、ナポレオン 3 世から

あらかじめ大枠での指示があったことを十分に示しており、外相訓令はこの線に沿ったものとみ

られる。

こうした対日外交の底流には フランス外交当局に特徴的な、ある一定の願望が大きく作用し

ていたようである。それは、米露の動向を意識しつつ、他の欧米列強に遅れをとってはならない
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とする、フランスの「威信j を重視する態度である。日米条約締結の直後に発せられた外相訓令

では、日米条約を上回る内容を獲得すべきことが指示され (47) 、他方で他国に遅れをとってはな

らないことが力説された (48)。ルエル (Rouher) 商務大臣から外務大臣への書簡で、は、 1844 年以

来フランスが対日通商の可能性を探ってきたとの前提をふまえ、「フランスはその国旗をはため

かせる最初の列強のひとつであるべき」であるとされ、外務省と同様に対日接近が不可欠である

ことを強調する (49)。これは、既出のブリュレにより指摘されるフランスの「威信」追求という

強い願望の存在と一致する。この外交当局にみる「威信J を追求する態度そのものは、ウィーン

体制打破を目ざしたナポレオン 3 世の思想とけっして矛盾するわけでなく、ここに外務当局との

共通の基盤ができあがっていたと考えることに不都合はない (50)。さきほど「合作」と表現した

のは、このような意味においてである。したがって、ナポレオン 3 世によって方向づけられ外務

省によって具体的な形をあたえられた外交政策の核は、通商当局の願望ともかさなりあいながら、

ひとつの対日外交政策へと形をととのえていったとみることができるであろう。

第 3 章 日本との条約交渉

第 1 節条約交渉の争点

1858 年 9 月 6 日に上海を出帆したグロ男爵を全権外交代表とするフランス外交使節一行は、

同月 13 日に下回に到着し、そののち江戸に移動して幕府側との交渉を開始する。交渉は、 9 月

27 日から 10 月 2 日まで断続的におこなわれ、同月 9 日に調印の運ぴとなった (5 I)。

締結された条約は全 22 条にわたることになったが、条項によっては交渉が難航した。メッジー

ニによれば、多少なりとも交渉が難航した条項は信仰自由(第 4 条)、開港地における商品売買

自由(第 8 条)および関税に関する貿易章程であったとされるが、交渉議事録をみると、それ以

外に言語問題(第 22 条)にもかなりの時間がさかれたことがわかる (52)。いずれにせよ、これ

らの事実は、日仏条約が日本と英米の条約をそのままひき写しただけとはいえない側面を物語る

ものと考えられ、「はじめに」において指摘した先行研究に対する反論ともなる。

そこで、交渉が難航した条項について、日本側の拒絶姿勢にもかかわらずフランス側がどのよ

うな要求を貫徹しようとしていたのかを探ってみよう。

まず宗教の問題については、フランス人の墓地をもうける場所についての交渉をのぞき、わり

と穏便に話しあいがすすんだ印象をうける。ただし、日米条約でもりこまれ、日英条約では除外

された「忌まわしい慣習」であるところの踏絵の廃止については、フランス側のこだ、わるところ

となった。すなわち、日本側が無用としたにもかかわらず、グロ全権はそれを確認事項として日

仏条約にもりこむべきと主張し、条項化に成功した (53) 。

次に関税問題については、本国経済のありかたが列強間で異なる以上、当然のことながら英米

などと同ーというわけにはいかなかった。日米条約のばあい、特定品目をのぞいて日本への輸入

関税が 20%、輸出関税が 5% とされたのに対して、日英条約は綿・羊毛製品の日本輸入について

は 5% とした(いずれも従価税)。いいかえれば、前者が日本からの商品購入を重視したのに対

して、後者は当該商品の日本への輸出を重視したのである (54)。グロ全権は、おおむね米英条約

と同様の関税率をうけいれたが、酒類に関してだけは譲歩しようとしなかった。それは米英条

約において 35% に設定されていたのだが、グロ全権はその関税率を「禁止的」だとして論難し、

20%への引下げを要求したのである。日本人にフランス産ワインをもっと味わってほしいとする

グロの主張も空しく、すでに国内産酒類のみでこと足れりとする日本側に拒絶された (55) 。
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最後に、言語の問題は 10 月 1 日の交渉で議題となり、グロ全権側から条約正文をフランス語

とする旨の提案がなされたが、その日のうちに解決にいたることはできなかった。グロとしても、

この問題はフランスに有利に運びたかったにちがいない。というのも、すでに本国から、条約の

疑義についてはフランス語で確認する旨の規定を盛りこむようにという明確な指示をうけていた

からである (56)。しかし翌日、あらためでこの問題が討議され、グロ全権がオランダ語を条約正

文にくわえることを日本側に伝えた。フランス側の議歩である。グロ自身、「外交の記録上おそ

らく目新しい、奇妙な措置」だ、ったと本国外務省に報告したほどフランス外交にとって例外的な

事態であったが、日本側にフランス語人材が不在であるという現状に鑑み、次善の策としてオラ

ンダ語ならばフランス側としても対応可能であるという判断があったことは確実である。それは、

前章で言及したオランダとの協力関係を前提とする態度で、あったものと考えてもさしっかえない

とさえいえるかもしれない。

結果的に、使用言語に関する規定は条約第 22 条として成文化され、幕府側の意向を反映して

オランダ語が両者の媒介的言語に位置づけられ、条約正文は仏蘭和の 3 カ国語で作成されるこ

とになった。そして、 10 月 2 日の会談において日本側がオランダ語版 4 通、和版 2 通を用意し、

フランス側がフランス語版 4 通、和版 2 通を用意することに決し、調印の運びとなったのであ

る (57) 。

第 2 節修辞通商条約と通訳問題

以上の経緯から十分に推測されるとおり、フランス外交団には、最初から両国間の交渉に通訳

問題が大きな壁としてたちはだかっていたことが明らかである。来航直後のグロ全権には、下

回において当時アメリカ領事館の通訳官をつとめていたオランダ人ヒユースケン (Henry C. J. 

Heusken) と接触した形跡がある (58)。しかし、結局のところ幕府との条約交渉には日本語通訳

としてメルメ・ド・カション神父のみを同行することになった (59)。こうして、フランス側は仏語・

日本語の通訳者が、幕府側は日本語・オランダ語の通訳者として、フランス側の記録にしたがえ

ばモリアマ・ヤノスキ (Moriama Yanoski) が参加することになった。この人物は、他の西欧列強

との条約交渉に活躍していたオランダ語通詞の森山栄之助(多吉郎)のことである (60) 。

もちろん、このような通訳体制がフランス側にとって不十分だったことは想像にかたくない。

じじつグロ全権は、条約調印の翌日、オランダ語通訳を用意できなかったことが交渉の障害になっ

たとの報告を本国外相宛にしている。このグロ全権の指摘は間接的にではあるが、外交交渉にお

けるメルメ・ド・カション神父の通訳能力の限界を示唆しており、そうであるがゆえにフランス

外交代表団は「森山の良心に頼らざるをえなかった」のである (61)。したがってグロ全権は、仏

語版と蘭語版による両条約テクストが同ーの内容であるかどうか確信をもてなかったため、中国

に帰任する途中で長崎にたちより、オランダ商館長クルテイウスに両テクストの点検・照合を依

頼せざるをえなかった (62) 。

ここで、以上の経緯にみられるオランダとの協力関係にかかわる側面を指摘しておこう。グロ

全権は、江戸を発つ前の時点でクルティウスのもとにおもむく旨をごく自然のこととして外相に

報告したが、これは本国政府が日蘭条約テクストをオランダ倶uから入手したという先述の指摘と

あわせて考慮すれば、仏蘭聞にはそうした依存関係についての事前合意があったものと考えるこ

とに不都合はない。

とはいえ、日仏語聞の通訳の存否がフランス独自の外交活動に対する制約要因ともなりうるこ
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とは自明である。日本でのフランス語研究は、せいぜい 19 世紀初頭にしか開始されなかったと

いう。しかしフランス語人材の育成は順調にはいかなかったようで、 1846 年にフランス軍艦が

長崎に寄港したとき、日本側にわたされたフランス語書簡はオランダ商館を介してオランダ語に

翻訳されてから幕府側に示された。事情は、 1855 年 5 月のフランス軍艦来航の際も同様で、あっ

た (63)。幕府側には、オランダとの通商関係が従来から存在したために、オランダ語通訳の人材

が多かったから、こうした経緯はよく理解できる。通訳養成所として幕府には洋学所があり、こ

れが 1857 年に蕃害調所と改称されるのだが、フランス語科が新設されたのは 1861 年 7 月、つま

り初代のフランス駐日外交代表デュシェヌ・ド・ベルクール着任直後のことにすぎなかった。フ

ランスはといえば、駐日外交代表からの再三の要望にもかかわらず、とうとう仏和通訳の派遣は

実現しなかった(制。したがってフランスの対日外交は、異文化接触の最前線にたつべき外交官

のコミュニケーション手段に難をかかえたまま明治維新をむかえることになるのである。

おわりに

西洋列強との条約関係をめぐって、日本国内に未曾有の混乱が招来されたことは周知の事実で

ある。それまで国交を絶ってきた国々との関係樹立は、異文化との接触・交流を意味するが、そ

れはフランスにとっても同じことだ、った。直接対峠しての関係構築にあたっては、当然ながら日

本に関する予備的研究が不可欠であるが、仏外務省内の文書を読むと、それはそれなりになされ

ていた印象をもっ。その反面、異文化を理解しようとする態勢の構築は、他の列強に対するフラ

ンスの「威信」がさかんに強調されはするものの、日仏条約交渉における言語問題によく表現さ

れるとおり、けっして十分とはいえなかった。

言語問題をはじめ外交交渉の具体相をめぐる検討をさらに深めるためには、本論にみてきたプ

ロセスをへて完成した日仏修好通商条約のテクストについて、仏・蘭・和語版を比較検討する作

業が不可欠であるが、ここでは若干の留意点を指摘するのみにとどめて今後の課題を提示したい。

まず、条約の趣旨にあたる前文では、条約締結主体について、仏語正文が徳JII将軍をさす用語と

して <<Empereur du J apom>、すなわち「日本皇帝」の呼称をもちいるのに対して、蘭語正文は「日

本大君 Taikoen van JapanJ、日本語正文は í( 日本)大君」となっている。また、フランスが参考

にしたとされる日英条約でも同様に“Tycoon of Japan" と訳されている。つまりここにはフラン

ス独自の解釈があらわれているわけであるが、条約交渉の議事録を参照しでも、この件で議論が

あったようすはなく、フランス側が国内(とりわけ外務省内)での従来の呼称慣習を踏襲したも

のであろうと推測するしかない。なぜなら、条約締結前のフランス外務省の文書において、将軍

はつねに「日本皇帝J と呼称されつづけていたからである。しかしそれにしても、なぜフランス

だけが独自の表現にこだわりつづけたのかという謎は残る (65) 。

この理由のひとつとしては、やはり通訳体制の不備も無視できないのではないかとみられる。

本国外務省が自前の通訳官を用意できず、既述の外国宣教会士に依存するのみならず、オランダ

人を駐日公使館員として採用し、あるいは 1866 年からは幕臣・塩田三郎に依存せざるをえなかっ

たという事実を軽視してよいとは思われない (66)。本論にみたクルテイウスを頼らざるをえなかっ

たエピソードも、この文脈のなかでようやく理解しうる。もちろん日本の政情に関する外交官の

理解力、分析能力とも無縁ではないが、それに先だ、って通訳という異文化接触のまさに接点に位

置する人材をいかに調達するかという問題が、条約テクストにも反映したであろうことは想像に

かたくない。いずれにせよフランスのおかれた状況は、イギリスが英和通訳を用意できたことと
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対照的であり、明治維新が近づくにつれ英仏の態度に距離ができあがってくることを暗示するか

のようである。

言語問題とかかわってみえてきた現実的な問題として、フランス外交がカトリック聖職者(外

国宣教会)に依存することを余儀なくされたことにも留意しておかねばならないだろう。幕末の

駐日外交代表は、実際にいずれもそうした人材に依存していたのであった(ジエラール神父、メ

ルメ・ド・カション神父)。第二帝制下のフランスは、リソルジメントを後押しする方向でカトリッ

ク国オーストリアとの戦争に突入するが、このイタリア戦争による体制の左傾化、および帝制の

支持基盤からの教会守旧派 (u1tramontains) の離脱は、ナポレオン 3 世とカトリック教会のあい

だに存した従来の提携関係を微妙なものにした。またこの提携関係が、ナポレオン 3 世のナシヨ

ナリテ政策に対する制約要因となりうる側面でもあったことはいうまでもない。駐日外交代表が

赴任直後から悪戦苦闘していた時期は、こうした本国の直面するカトリック支持の減退局面と対

応する。

こうして、通訳体制をめぐる問題は、イタリア問題、カトリック教会との関係などといった、

フランス本国政府の対ヨーロッパ外交的難局という背景をふまえつつ分析するという課題につな

がる。そこには同時に、フランス外交代表のスタッフ力ともいうべき、外交官集団、とりわけ在

外外交代表の人材問題という課題も横たわっている。なぜ、なら、フランス本国政府がいかなる人

材をどのように配置したかという問題には、異文化に対するスタンスがよく反映されると考えら

れるからである。ロッシュとイギリス外交代表パークスのあいだにみられた対幕スタンスの相違

にもまた、こうした人材の問題が少なからず影響したように思えてならない。

付記

本稿は、平成 25 ~ 27 年度科学研究費補助金・基盤研究 (8) I異文化交流と近代外交の変容

旧外交から新外交へー J (課題番号 25285055 研究代表者.桑名映子)による研究成果の一部で

ある。
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弘文館 (2012 年)、 4~5、 132 頁;西津 (2013) 、 28 ~ 47 頁。

(61) Lettre du Boron Gros au Comte Walewski, le 10 octobre 1858, in: Co吋ier， art. cit., p.269 

(62) Let住e du Boron Gros au Comte Walewski, le 5 novembre 1858, in: Cordier, art. cit., p.277 

(63) 宮永 (1998) 、 19 ， 41 ~ 47 頁。唐通詞の活躍については、木村 (2012) 、 36 ~ 39、 118 ~ 119 頁。

(64) ロッシュ着任後は、日本人のなかにフランス語人材を養成しようとする動きがフランス側からでる。 1865 年

4 月に横浜フランス語伝習所が開設されたのがそれで、ロッシュはフランス本国に、教師と教材を送るよう要望

した。

(65) 条約締結後の他の外交文書と比較してみると、かろうじて条約批准のころまでは IEmpereur 皇帝J の表記が

フランス語正文に生きのこるが、はやくも 1862 年 10 月の時点から、「皇帝j 称号使用を中止(あるいは抑制)

されるとともに、「大君」称号が使用されはじめ、「エドの陛下」という苦し紛れともいえる表現さえみられる〔た

だし、 1864 年 6 月の幕仏約定についてはいぜん検討の余地があり、最終判断はひかえるが、交渉議事録では「タ

イクン」表記で統ーされていることは指摘しておきたい。敬称としては「陛下 S.M.J を冠しはするものの、国

際的には通用しない「大君」という称号に変更した理由は、表にあげた当該文書を読んでみても不明なままで

ある。一般に、国家間関係を規定する文書への記述は厳格をきわめる性格のものであって、なんらかの気まぐ

れや表記ミスのたぐいは考えにくい。フランス側の対日認識、とりわけ国制観について分析を深める必要がある。

詳細は別稿に期したい。

(66) こうした通訳体制の不備は、フランス外交史料館 59CPI から 59CP15 にいたる駐日外交代表の外相宛報告審

で折に触れて指摘される。
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